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１．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成24年9月25日付けをもって関東財務局長に提出した有価証券届出書の関係情報に訂正すべき事項および

半期報告書提出に伴う訂正事項がありますので、これらの訂正を行うものです。

 

２．【訂正の内容】　※下線部　　　は訂正部分を示します。

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

(1)～(2)　略

(3)【ファンドの仕組み】

　中略

①　略

②委託会社の概況

＜訂正前＞

ａ．資本金　　　25億円（平成24年7月末日現在）

ｂ．略

ｃ．大株主の状況（平成24年7月末日現在）

＜訂正後＞

ａ．資本金　　　25億円（平成25年1月末日現在）

ｂ．略

ｃ．大株主の状況（平成25年1月末日現在）

    　図略

２【投資方針】

(1)～(2)　略

(3)【運用体制】

＜訂正前＞

①当ファンドでは、平成24年7月末日現在、運用調査本部が運用・調査を担当しており、下記の意思決定

プロセスに基づき、運用を行っております。

＜訂正後＞

①当ファンドでは、平成25年1月末日現在、運用調査本部が運用・調査を担当しており、下記の意思決定

プロセスに基づき、運用を行っております。

②～④　略
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＜訂正前＞

■スパークス・アセット・マネジメント株式会社の運用体制（平成24年7月末日現在）

 

＜訂正後＞

■スパークス・アセット・マネジメント株式会社の運用体制（平成25年1月末日現在）

 

３【投資リスク】

略

　中略

＜リスクの管理体制＞

図略

＜訂正前＞

※上記リスク管理体制は平成24年7月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

＜訂正後＞

※上記リスク管理体制は平成25年1月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

４【手数料等及び税金】

(1)～(2)　略

(3)【信託報酬等】

略

＜ご参考＞

◆ハイ・ウォーター・マークについて

略

＜更新・追加後＞
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実績報酬算出期間
ハイ・ウォーター・

マーク
算出基準となる
前営業日の基準価額

平成21年6月30日～平成21年12月29日 10,000円 9,678円

平成21年12月30日～平成22年6月25日 10,000円 8,993円

平成22年6月26日～平成22年12月25日 10,000円 9,978円

平成22年12月26日～平成23年6月27日 10,000円 9,250円

平成23年6月28日～平成23年12月27日 10,000円 8,178円

平成23年12月28日～平成24年6月25日 10,000円 8,984円

平成24年6月26日～平成24年12月25日 10,000円 9,836円

平成24年12月26日～平成25年6月25日 10,000円 －

　（注）基準価額は実績報酬を含む信託報酬控除後のもので、1万口当たりの数字です。

(4)　略

(5)【課税上の取扱い】

課税上は株式投資信託として取扱われます。

＜訂正前＞

※所得税については、平成25年1月1日から平成49年12月31日までの間、別途、所得税の額に対し2.1％の金

額が復興特別所得税として徴収されます。

①　個人、法人別の課税について

１）個人の受益者に対する課税

・収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金の源泉徴収の税率は、平成25年12月31日までは10％（所

得税７％および地方税３％）となります。なお、上記10％の税率は、平成26年１月１日以降は20％（所

得税15％および地方税５％）となる予定です。

確定申告による総合課税または申告分離課税の選択も可能です。

・解約金および償還金に対する課税

解約時および償還時の差益は譲渡所得とみなされ、譲渡益については、申告分離課税が適用されます

（特定口座（源泉徴収あり）の利用も可能です）。その税率は、平成25年12月31日までは10％（所得

税７％および地方税３％）となります。平成26年１月１日以降は、20％（所得税15％および地方税

５％）となる予定です。

解約時および償還時の差損については、確定申告等により上場株式等の配当所得（申告分離課税を選

択したものに限ります。）との通算が可能です。

２）法人の受益者に対する課税

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および

償還時の個別元本超過額については、平成25年12月31日までは7％（所得税7％）の税率で源泉徴収さ

れます。地方税の源泉徴収はありません。平成26年１月１日以降は、15％（所得税15％）となる予定で

す。

②～③　略

（注）上記は平成24年7月末日現在の税法によるものです。

税法が改正された場合には、上記の内容が変更になることがあります。

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

＜ご参考＞

・  税金は表に記載の時期に適用されます。
・  以下の表は個人投資家の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税

普通分配金に対して10％
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換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税

譲渡所得として課税

換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対
して10％

※上記は、平成24年7月末日現在のものです。平成25年1月1日以降は10.147％となる予定です。
　なお、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

 

＜訂正後＞

※所得税については、平成25年1月1日から平成49年12月31日までの間、下記の通り、所得税の額に対し

2.1％の金額が復興特別所得税として徴収されます。

①　個人、法人別の課税について

１）個人の受益者に対する課税

・収益分配金に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金の源泉徴収の税率は、平成25年12月31日までは10.147％

（所得税および復興特別所得税7.147％および地方税３％）となります。平成26年１月１日以降は

20.315％（所得税および復興特別所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。確定申告によ

る総合課税または申告分離課税の選択も可能です。

・解約金および償還金に対する課税

解約時および償還時の差益は譲渡所得とみなされ、譲渡益については、申告分離課税が適用されます

（特定口座（源泉徴収あり）の利用も可能です）。その税率は、平成25年12月31日までは10.147％

（所得税および復興特別所得税7.147％および地方税３％）となります。平成26年１月１日以降は、

20.315％（所得税および復興特別所得税15.315％および地方税５％）となる予定です。

解約時および償還時の差損については、確定申告等により上場株式等の配当所得（申告分離課税を選

択したものに限ります。）との通算が可能です。

２）法人の受益者に対する課税

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに解約時および

償還時の個別元本超過額について平成25年12月31日までは7.147％（所得税および復興特別所得税

7.147％）の税率で源泉徴収されます。地方税の源泉徴収はありません。平成26年１月１日以降は、

15.315％（所得税および復興特別所得税15.315％）となる予定です。

②～③　略

（注）上記は平成25年1月末日現在の税法によるものです。

税法が改正された場合には、上記の内容が変更になることがあります。

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

＜ご参考＞

・  税金は表に記載の時期に適用されます。
・  以下の表は個人投資家の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税

普通分配金に対して10.147％

換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税

譲渡所得として課税

換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対し
て10.147％

※上記は、平成25年1月末日現在のものです。平成26年1月1日以降は20.315％となる予定です。
　なお、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
※法人の場合は上記とは異なります。
※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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５【運用状況】

以下は2013年1月31日現在の状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資比率の内訳と合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

(1)【投資状況】

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

親投資信託受益証券 日本 177,622,927 76.76

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 53,766,623 23.24

合計(純資産総額) 231,389,550 100.00

（注）株価指数先物取引の買建てを行っており、時価合計は140,625,000円、投資比率は60.77%です。

 

(2)【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

順
位
国/
地域

種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単価
（円）

下段：評価単価
（円）

上段：簿価金額
（円）

下段：評価金額
（円）

投資比
率
（％）

1 日本
親投資
信託受
益証券

スパークス・日本株
・ロング・ショート
・マザーファンド

－ 80,452,454
1.8737150,743,764

76.76
2.2078177,622,927

 

種類別及び業種別投資比率

種類
国内／
外国

業種
投資比率
(％)

親投資信託受益証券 国内 － 76.76

合計 76.76

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

資産の種
類

地域 取引所 資産の名称

買建/

数量

上段：簿価金額
（円）

投資比
率

売建
下段：時価金額
（円）

(％)

株価指数
先物取引

日本
東京証
券取引
所

ＴＯＰＩＸ先物〔限月：2013
年3月〕

買建 15
119,008,350

60.77
140,625,000

（注）先物取引については、個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたって
は、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する清算値段または最終相
場によっております。

（参考）スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンドの投資状況

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

株式 日本 1,890,882,15055.51

国債証券 日本 699,915,871 20.55

投資証券 日本 133,268,800 3.91
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現金・預金・その他の資産(負債控除後) 682,154,546 20.03

合計(純資産総額) 3,406,221,367100.00

（注）信用取引により売り建てている株式(日本）の時価合計は926,926,400円、投資比率は27.21%で
す。株価指数オプション（プット）の買建てを行っており、時価合計は60,000円、投資比率は0.00%です。

 

投資有価証券の主要銘柄（上位30銘柄）　　

順
位

国/
地
域
種類 銘柄名 業種 数量

上段：簿価単
価（円）
下段：評価単
価（円）

上段：簿価金
額（円）
下段：評価金
額（円）

投資比
率
（％）

1
日
本
国債
証券

第３２４回国庫
短期証券

0%
2013年2月25日

200,000,000
99.99199,986,312

5.87
99.99199,986,312

2
日
本
株式

三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グ
ループ

銀行業 260,100
394.34102,567,834

3.98
521.00135,512,100

3
日
本
国債
証券

第３２１回国庫
短期証券

0%
2013年2月12日

100,000,000
100.0099,996,664

2.94
100.0099,996,664

4
日
本
国債
証券

第３２８回国庫
短期証券

0%
2013年3月11日

100,000,000
99.9999,989,430

2.94
99.9999,989,430

5
日
本
国債
証券

第３３２回国庫
短期証券

0%
2013年3月25日

100,000,000
99.9999,986,200

2.94
99.9999,986,200

6
日
本
国債
証券

第３３６回国庫
短期証券

0%
2013年4月15日

100,000,000
99.9899,980,676

2.94
99.9899,980,676

7
日
本
国債
証券

第３４１回国庫
短期証券

0%
2013年4月30日

100,000,000
99.9899,976,589

2.94
99.9899,976,589

8
日
本
株式

王子ホールディ
ングス

パルプ・紙 328,000
262.9286,237,760

2.85
296.0097,088,000

9
日
本
株式

ジェイ　エフ　
イー　ホール
ディングス

鉄鋼 49,500
1,254.2262,083,890

2.83
1,949.0096,475,500

10
日
本
株式 三菱重工業 機械 195,000

382.5174,589,450
2.80

489.0095,355,000

11
日
本
株式 いすゞ自動車 輸送用機器 163,000

460.5475,068,020
2.74

573.0093,399,000

12
日
本
株式 マツダ 輸送用機器 319,000

149.7347,763,870
2.30

246.0078,474,000

13
日
本
株式 兼松 卸売業 544,000

95.4051,897,600
2.24

140.0076,160,000

14
日
本
株式

バンダイナムコ
ホールディング
ス

その他製品 54,300
1,121.9460,921,342

2.08
1,303.0070,752,900

15
日
本
株式 アスクル 小売業 52,100

1,185.0361,740,063
2.08

1,358.0070,751,800

16
日
本
株式 コーナン商事 小売業 62,800

988.0662,050,168
2.02

1,098.0068,954,400

17
日
本
株式 三井物産 卸売業 46,900

1,282.6260,154,878
1.90

1,381.0064,768,900

18
日
本
株式 小松製作所 機械 26,500

1,990.6752,752,755
1.89

2,435.0064,527,500

19
日
本
株式 あおぞら銀行 銀行業 248,000

234.6558,193,200
1.87

257.0063,736,000
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20
日
本
株式 ケネディクス サービス業 2,185

11,750.0125,673,771
1.83

28,550.0062,381,750

21
日
本
株式 日立造船 機械 418,000

98.5041,173,000
1.79

146.0061,028,000

22
日
本
株式 三菱地所 不動産業 27,000

2,058.6855,584,360
1.75

2,214.0059,778,000

23
日
本
株式

アコーディア・
ゴルフ

サービス業 580
58,677.7534,033,095

1.52
89,300.0051,794,000

24
日
本
株式

ハーモニック・
ドライブ・シス
テムズ

機械 28,000
1,784.8849,976,640

1.46
1,780.0049,840,000

25
日
本
株式 三井倉庫

倉庫・運輸関連
業

116,000
281.3232,633,120

1.36
398.0046,168,000

26
日
本
投資
証券

ユナイテッド・
アーバン投資法
人

その他 371
92,100.0034,169,100

1.22
111,700.0041,440,700

27
日
本
株式 ＭＡＲＵＷＡ

ガラス・土石製
品

14,700
3,061.5745,005,079

1.21
2,808.0041,277,600

28
日
本
株式 スカイマーク 空運業 111,200

437.5248,652,224
1.19

364.0040,476,800

29
日
本
株式 トーセイ 不動産業 535

28,176.1915,074,261
1.12

71,600.0038,306,000

30
日
本
投資
証券

アクティビア・
プロパティーズ
投資法人

その他 54
494,927.2026,726,069

1.04
655,000.0035,370,000

（注）国債証券の業種欄には、利率、償還日を表示しています。

 

種類別及び業種別投資比率

種類
国内／
外国

業種
投資比率
(％)

株式 国内 機械 10.67

  銀行業 5.85

  輸送用機器 5.05

  不動産業 4.31

  卸売業 4.14

  サービス業 4.14

  小売業 4.10

  パルプ・紙 2.85

  鉄鋼 2.83

  その他製品 2.08

  電気機器 1.99

  情報・通信業 1.43

  倉庫・運輸関連業 1.36

  ガラス・土石製品 1.21

  空運業 1.19

  精密機器 1.06

  医薬品 0.35

  化学 0.32

  非鉄金属 0.30

  金属製品 0.21
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  食料品 0.09

国債証券 国内 － 20.55

投資証券 国内 － 3.91

合計 79.97

 

投資不動産物件

該当事項はありません。

 

その他投資資産の主要なもの

資産の種
類

地域 取引所 資産の名称

買建/

数量

上段：簿価金額
（円）

投資比
率

売建
下段：時価金額
（円）

(％)

株価指数
オプショ
ン

日本
大阪証
券取引
所

日経２２５オプション〔限
月：2013年3月、権利行使価
格：7,500円〕

買建 30
2,251,500

0.00
60,000

（注）オプションの簿価金額及び時価金額は、プレミアムの金額を表示しており、個別法に基づき、原則
として時価評価しております。時価評価にあたっては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる
金融商品取引所の発表する清算値段または最終相場によっております。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

期 年月日
純資産総額(円)
(分配落)

純資産総額(円)
(分配付)

1口当たり
純資産額
(円)
(分配落)

1口当たり
純資産額
(円)
(分配付)

1期 (2010年6月25日) 354,898,378354,898,3780.8954 0.8954

2期 (2011年6月27日) 342,339,965342,339,9650.9222 0.9222

3期 (2012年6月25日) 329,080,000329,080,0000.8970 0.8970

 

2012年1月末日 301,402,375 ― 0.8203 ―

2012年2月末日 328,614,285 ― 0.8956 ―

2012年3月末日 340,080,748 ― 0.9272 ―

2012年4月末日 339,056,504 ― 0.9243 ―

2012年5月末日 329,496,072 ― 0.8982 ―

2012年6月末日 329,534,311 ― 0.8983 ―

2012年7月末日 315,092,857 ― 0.8587 ―

2012年8月末日 311,365,311 ― 0.8486 ―

2012年9月末日 314,570,574 ― 0.8572 ―

2012年10月末日 192,788,421 ― 0.8683 ―

2012年11月末日 194,089,601 ― 0.9140 ―

2012年12月末日 216,062,144 ― 1.0183 ―

2013年1月末日 231,389,550 ― 1.1024 ―

 

②【分配の推移】

期 計算期間
1口当たりの分配金

(円)

1期 自 2009年6月30日至 2010年6月25日 0.0000

2期 自 2010年6月26日至 2011年6月27日 0.0000

3期 自 2011年6月28日至 2012年6月25日 0.0000
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③【収益率の推移】

期 計算期間
前期末

1口当たり純資産
(分配落)円

当期末
1口当たり純資産
(分配付)円

収益率
％

1期 自 2009年6月30日至 2010年6月25日 1.0000 0.8954△ 10.46

2期 自 2010年6月26日至 2011年6月27日 0.8954 0.92222.99

3期 自 2011年6月28日至 2012年6月25日 0.9222 0.8970△ 2.73

4期(中間期)自 2012年6月26日至 2012年12月25日 0.8970 0.990810.46

（注）収益率は、計算期間末の1口当たり純資産額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末
の1口当たり純資産額（分配落の額。以下「前期末純資産額」という。）を控除した額を前期末純資産額
で除して得た数に100を乗じて得た数字です。分配金は課税前のものです。

 

（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数  (口) 解約口数  (口)

1期 自 2009年6月30日至 2010年6月25日 414,341,60617,986,947

2期 自 2010年6月26日至 2011年6月27日 6,825,80631,950,783

3期 自 2011年6月28日至 2012年6月25日 909,549 5,289,603

4期(中間期) 自 2012年6月26日至 2012年12月25日 1,299,600155,988,118

（注1）本邦外における設定および解約の実績はありません。

（注2）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。

 

    次へ
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（参考情報）

運用実績
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第３【ファンドの経理状況】

原届出書　第３ファンドの経理状況　１財務諸表については、以下の中間財務諸表が追加されます。

＜更新・追加後＞

 

１）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２

年大蔵省令第３８号）並びに同規則第３８条の３及び第５７条の２の規定により、「投資信託財産の計算

に関する規則」　（平成１２年総理府令第１３３号）　（以下「投資信託財産計算規則」という。）に基づ

いて作成しております。

 

２）　中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

３）　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づいて、第４期中間計算期間（平成２

４年６月２６日から平成２４年１２月２５日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人に

よる「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和３２年大蔵省令第１２号）第３条第１項に基づ

く中間監査を受けております。
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中間財務諸表
スパークス・日本株・ロング・ショート・プラス
（1）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第4期中間計算期間末
(平成24年12月25日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 45,994,212

親投資信託受益証券 164,139,096

派生商品評価勘定 6,766,650

未収利息 75

差入委託証拠金 －

流動資産合計 216,900,033

資産合計 216,900,033

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 －

前受金 3,795,000

未払解約金 201,824

未払受託者報酬 82,767

未払委託者報酬 2,483,090

その他未払費用 137,824

流動負債合計 6,700,505

負債合計 6,700,505

純資産の部

元本等

元本 ※1
 212,161,110

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） ※2
 △1,961,582

（分配準備積立金） 14,380

元本等合計 210,199,528

純資産合計 210,199,528

負債純資産合計 216,900,033
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第4期中間計算期間
自　平成24年6月26日
至　平成24年12月25日

営業収益

受取利息 15,008

有価証券売買等損益 14,199,692

派生商品取引等損益 2,643,510

営業収益合計 16,858,210

営業費用

受託者報酬 82,767

委託者報酬 2,483,090

その他費用 137,824

営業費用合計 2,703,681

営業利益又は営業損失（△） 14,154,529

経常利益又は経常損失（△） 14,154,529

中間純利益又は中間純損失（△） 14,154,529

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

△5,639,755

期首剰余金又は期首欠損金（△） △37,769,628

剰余金増加額又は欠損金減少額 16,067,610

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

16,067,610

剰余金減少額又は欠損金増加額 53,848

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

53,848

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） △1,961,582
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

第4期中間計算期間

自　平成24年6月26日

至　平成24年12月25日

1．有価証券の評
価基準及び評価
方法

「親投資信託受益証券」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

2．デリバティブ
等の評価基準及
び評価方法

「派生商品評価勘定」

先物取引

　個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたっては、
原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する
清算値段または最終相場によっております。

3．収益及び費用
の計上基準

 

(1)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

(2)「派生商品取引等損益」

約定日基準で計上しております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）　　

区分
第4期中間計算期間末

(平成24年12月25日現在)

※1中間計算期間末日における受
益権の総数

212,161,110口

※2投資信託財産計算規則第55条
の6第1項第10号に規定する額

 

 元本の欠損 1,961,582円

3 1口当たり純資産額 0.9908円

 （1万口当たり純資産額） (9,908円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第4期中間計算期間

自　平成24年6月26日

至　平成24年12月25日

該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

  金融商品の時価等に関する事項

区分

第4期中間計算期間

自　平成24年6月26日

至　平成24年12月25日

1．貸借対照表計上額、時
価及びその差額

当ファンドにおいて投資している金融商品は原則として全て時価評価
しているため、貸借対照表計上額と時価との差額は生じておりません。

2．時価の算定方法 ①有価証券

　有価証券に該当する貸借対照表上の勘定科目、及びその時価の算定
方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）1.
有価証券の評価基準及び評価方法」の通りであります。

 ②デリバティブ取引等

 　デリバティブ取引等に該当する貸借対照表上の勘定科目及びその
時価の算定方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関す
る注記）2.デリバティブ等の評価基準及び評価方法」の通りであり
ます。

 ③コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

 　上記①及び②以外のその他の科目については、帳簿価額を時価とし
て評価しております。

 

 

（その他の注記）

1．元本の移動

区分

第4期中間計算期間

自　平成24年6月26日

至　平成24年12月25日

期首元本額 366,849,628円

期中追加設定元本額 1,299,600円

期中一部解約元本額 155,988,118円
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2．デリバティブ取引関係

取引の時価等に関する事項

株式関連

種類

第4期中間計算期間末

(平成24年12月25日現在)

契約額等（円）  

時価（円） 評価損益（円）
 

うち
１年超

市場取引     

株価指数先物取引     

買建 118,980,000－ 125,775,0006,766,650

合計 118,980,000－ 125,775,0006,766,650

 

注1．上記取引に関してはヘッジ会計を適用しておりません。

注2．時価の算定方法

　株価指数先物取引の時価については、以下のように評価しております。

　原則として中間計算期間末日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する清算値段または最

終相場で評価しております。このような時価が発表されていない場合には、中間計算期間末日に最も近い

最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。

注3．株価指数先物取引の残高は、契約額ベースで表示しております。

　なお、その金額自体はデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

注4．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

注5．契約額等及び時価の合計欄の金額は各々の合計金額であります。
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参考情報

当ファンドは、「スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド」受益証券を主要投資対象として

おり、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。な

お、同親投資信託の状況は以下の通りです。

 

「スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。

(1)貸借対照表

区分
注記
番号

(平成24年12月25日現在)

金額（円）

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  501,372,640

株式  1,802,293,550

国債証券 ※2 699,893,802

投資証券  139,408,850

プット・オプション（買）  330,000

未収入金  167,657,410

信用取引預け金  775,611,100

未収配当金  3,922,550

未収利息  824

その他未収収益  35,282

流動資産合計  4,090,526,008

資産合計  4,090,526,008

負債の部   

流動負債   

信用売証券  827,864,600

未払金  51,960,475

未払解約金  7,278,114

その他未払費用  5,193,434

流動負債合計  892,296,623

負債合計  892,296,623

純資産の部   

元本等   

元本 ※1 1,567,639,141

剰余金   

剰余金又は欠損金（△）  1,630,590,244

元本等合計  3,198,229,385

純資産合計  3,198,229,385

負債純資産合計  4,090,526,008

 

 

(2)注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
自　平成24年6月26日

至　平成24年12月25日
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1．有価証券の評価基
準及び評価方法

 

(1)「株式」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価に
あたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないものに
ついては、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示され
る気配相場に基づいて評価しております。

(2)「国債証券」

　個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（ただし、売気配は
使用いたしません）、価格情報会社の提供する価額または日本証券業協
会の売買統計値（平均値）の何れかに基づいて評価しております。

(3)「投資証券」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価に
あたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないものに
ついては、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示され
る気配相場に基づいて評価しております。

(4)「信用売証券」

　個別法に基づき、時価評価しております。時価評価に当たっては、原則と
して、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の発表する最
終相場によっております。

2．デリバティブ等の
評価基準及び評価方
法

「プット・オプション（買）」

　個別法に基づき、原則として時価評価しております。時価評価にあたっ
ては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる金融商品取引所の
発表する清算値段または最終相場によっております。

3．収益及び費用の計
上基準

 

(1)「受取配当金」

　受取配当金は、原則として株式の配当落ち日もしくは投資証券の権利落
ち日において、確定配当金額もしくは確定収益分配金額、又は予想配当金
額もしくは予想収益分配金額を計上しております。

(2)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

(3)「派生商品取引等損益」

約定日基準で計上しております。
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（その他の注記）

区　分 (平成24年12月25日現在)

※1. 期首 平成24年6月26日

期首元本額 1,793,126,514円

期首より計算期間末日までの追加設定
元本額

1,823,067円

期首より計算期間末日までの一部解約
元本額

227,310,440円

計算期間末日における元本の内訳※   

スパークス・日本株・ロング・
ショート・ファンド

761,022,880円

スパークス・日本株・Ｌ＆Ｓ 726,163,807円

スパークス・日本株・ロング・
ショート・プラス

80,452,454円

 (合計) 1,567,639,141円

※2．差入保証金代用有価証券 信用取引に係る差入保証金
代用有価証券として以下の
通り差入を行っています。

 国債証券 449,945,180円

3．計算期間末日における受益権の総数 1,567,639,141口

4．1口当たり純資産額 2.0402円

 (1万口当たり純資産額) (20,402円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

（平成25年1月31日現在）

Ⅰ　資産総額 236,163,306円

Ⅱ　負債総額 4,773,756円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 231,389,550円

Ⅳ　発行済口数 209,898,946口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.1024円

 

（参考）スパークス・日本株・ロング・ショート・マザーファンド

純資産額計算書

（平成25年1月31日現在）

Ⅰ　資産総額 4,365,516,978円

Ⅱ　負債総額 959,295,611円

Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,406,221,367円

Ⅳ　発行済口数 1,542,844,920口

Ⅴ　1口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 2.2078円
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

第三部委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　１委託会社等の概況については、以下の内容に更新・訂正

されます。

＜更新・訂正後＞

(1)資本金の額（平成25年1月末日現在）

以下　略

(2)委託会社の機構（平成25年1月末日現在）

①　略

②　運用体制

１）当ファンドでは、平成25年1月末日現在、運用調査本部が運用・調査を担当しており、下記の意思

決定プロセスに基づき、運用を行っております。

        以下　略

 

２【事業の内容及び営業の概況】

第三部委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　２事業の内容及び営業の概況については、以下の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

金融商品取引法に定める金融商品取引業者として営業を行っております。

（関東財務局長（金商）第346号）

（1）略

（2）投資信託委託業

中略

委託者の運用する投資信託は平成25年1月31日現在次の通りです。

（ただし、親投資信託を除きます。）

（3）略
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３【委託会社等の経理状況】

 

原届出書　第三部委託会社等の情報　3 委託会社等の経理状況は、以下の財務諸表に更新されます。

 

＜更新後＞

１．財務諸表の作成方法について

委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引

業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．中間財務諸表の作成方法について

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）並

びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づ

いて作成しております。

 

３．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額

　　財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

４．監査証明について

委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第６期事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第７期事業年度の中間会計期間（平成24年４月１日から平成24

年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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(1)【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成23年３月31日)

当事業年度

(平成24年３月31日)

（資産の部）     

　流動資産     

　　現金・預金  2,121  1,720

　　預託金  500  502

　　未収委託者報酬  246  178

　　未収投資顧問料  320  323

　　前払費用  28  39

　　未収収益  67  35

　　未収入金  2 ※３ 12

　　その他  6  7

　　流動資産合計  3,294  2,821

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物 ※２ 66 ※２ 0

　　　工具、器具及び備品 ※２ 19 ※２ 0

　　　建設仮勘定  －  0

　　　有形固定資産合計  86  0

　　無形固定資産     

　　　ソフトウェア  24  10

　　　無形固定資産合計  24  10

　　投資その他の資産     

　　　差入保証金  7  6

　　　投資その他の資産合計  7  6

　　固定資産合計  117  17

　資産合計  3,411  2,839

（負債の部）     

　流動負債     

　　預り金  53  14

　　未払手数料  64  45

　　その他未払金 ※３ 251  115

　　未払法人税等  5  6

　　経営構造改革関連損失引当金  －  43

　　流動負債合計  374  226

　特別法上の準備金     

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0  0

　負債合計  375  226

（純資産の部）     

　株主資本     

　　資本金  2,500  2,500

　　資本剰余金     

　　　資本準備金  104  104

　　　その他資本剰余金  499  499

　　　資本剰余金合計  603  603

　　利益剰余金     

　　　利益準備金  145  145

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金  △212  △636

　　　利益剰余金合計  △67  △490

　　株主資本合計  3,036  2,613

　純資産合計  3,036  2,613
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負債純資産合計  3,411  2,839
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(2)【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業収益     

　委託者報酬  1,179  1,004

　投資顧問料収入  1,114  1,030

　受入手数料  188  150

　その他営業収益  27  4

　営業収益計  2,510  2,191

営業費用     

　支払手数料  358  275

　広告宣伝費  7  1

　調査費  206  197

　委託計算費  71  71

　営業雑経費     

　　通信費  13  17

　　印刷費  7  1

　　協会費  6  5

　　諸会費  3  3

　　その他  2  3

　営業費用計  676  576

一般管理費     

　給料  884  835

　　役員報酬  75  106

　　給料・手当  722  725

　　賞与  87  3

　旅費交通費  55  67

　事務委託費 ※１ 461 ※１ 381

　業務委託費  111  209

　不動産賃借料  231  229

　租税公課  14  14

　固定資産減価償却費  70  42

　交際費  5  6

　諸経費  60  64

　一般管理費計  1,896  1,850

営業損失（△）  △62  △236

営業外収益     

　受取利息  7  0

　雑収入  4  1

　営業外収益計  11  1

営業外費用     

　支払利息  － ※１ 0

　為替差損  7  10

　雑損失  0  0

　営業外費用計  8  11

経常損失（△）  △59  △246

特別利益     

　投資有価証券売却益 ※３ 152  －

　特別利益合計  152  －

特別損失     

　固定資産除却損 ※２ 6  －

　投資有価証券売却損 ※３ 244  －

　経営構造改革関連損失  53 ※２ 174

　金融商品取引責任準備金繰入額  0  －
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　特別損失合計  303  174

税引前当期純損失（△）  △210  △421

法人税、住民税及び事業税  2  2

法人税等合計  2  2

当期純損失（△）  △212  △423
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(3)【株主資本等変動計算書】

  （単位：百万円）

 

前事業年度

(自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日)

当事業年度

(自　平成23年４月１日

　至　平成24年３月31日)

株主資本     

　資本金     

　　当期首残高  2,500  2,500

　　当期末残高  2,500  2,500

　資本剰余金     

　　資本準備金     

　　　当期首残高  1,453  104

　　　事業年度中の変動額     

　　　　準備金から剰余金への振替  △1,453  －

　　　　資本準備金の積立  104  －

　　　　事業年度中の変動額合計  △1,348  －

　　　当期末残高  104  104

　　その他資本剰余金     

　　　当期首残高  －  499

　　　事業年度中の変動額     

　　　　剰余金の配当  △1,047  －

　　　　合併による増加  198  －

　　　　準備金から剰余金への振替  1,453  －

　　　　資本準備金の積立  △104  －

　　　　事業年度中の変動額合計  499  －

　　　当期末残高  499  499

　　資本剰余金合計     

　　　当期首残高  1,453  603

　　　事業年度中の変動額     

　　　　剰余金の配当  △1,047  －

　　　　合併による増加  198  －

　　　　事業年度中の変動額合計  △849  －

　　　当期末残高  603  603

　利益剰余金     

　　利益準備金     

　　　当期首残高  －  145

　　　事業年度中の変動額     

　　　　利益準備金の積立  145  －

　　　　事業年度中の変動額合計  145  －

　　　当期末残高  145  145

　　その他利益剰余金     

　　　繰越利益剰余金     

　　　　当期首残高  490  △212

　　　　事業年度中の変動額     

　　　　　剰余金の配当  △1,452  －

　　　　　合併による増加  1,107  －

　　　　　利益準備金の積立  △145  －

　　　　　当期純損失（△）  △212  △423

　　　　　事業年度中の変動額合計  △702  △423

　　　　当期末残高  △212  △636

　　利益剰余金合計     

　　　当期首残高  490  △67

　　　事業年度中の変動額     

　　　　剰余金の配当  △1,452  －

　　　　合併による増加  1,107  －

　　　　当期純損失（△）  △212  △423
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　　　　事業年度中の変動額合計  △557  △423

　　　当期末残高  △67  △490

　株主資本合計     

　　当期首残高  4,443  3,036

　　事業年度中の変動額     

　　　剰余金の配当  △2,500  －

　　　合併による増加  1,305  －

　　　当期純損失（△）  △212  △423

　　　事業年度中の変動額合計  △1,406  △423

　　当期末残高  3,036  2,613

評価・換算差額等     

　その他有価証券評価差額金     

　　当期首残高  △155  －

　　事業年度中の変動額     

　　　株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純
額）

 155  －

　　　事業年度中の変動額合計  155  －

　　当期末残高  －  －

　評価・換算差額等合計     

　　当期首残高  △155  －

　　事業年度中の変動額     

　　　株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純
額）

 155  －

　　　事業年度中の変動額合計  155  －

　　当期末残高  －  －

純資産合計     

　当期首残高  4,287  3,036

　事業年度中の変動額     

　　剰余金の配当  △2,500  －

　　合併による増加  1,305  －

　　当期純損失（△）  △212  △423

　　株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純
額）

 155  －

　　事業年度中の変動額合計  △1,251  △423

　当期末残高  3,036  2,613
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重要な会計方針

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定しております。）

時価のないもの 総平均法に基づく原価法

 
２. 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法）を
採用しております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２年～18年
　　　　　　工具、器具及び備品　　　　２年～20年

② 　無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお
ります。
 

３.  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
 

４.  引当金の計上基準

経営構造改革関連損失引当金

経営構造改革の実行に伴い発生する損失に備えるため、予定している構造改革の内容を勘案の上、その損
失見積額を計上しております。

 
５. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①   消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

②   連結納税制度の適用
当事業年度から連結納税制度を適用しております。

 
表示方法の変更
　前事業年度において、「一般管理費」の「諸経費」に含めていた「業務委託費」は、重要性が増したため、当事
業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組み
替えを行っております。
　この結果、前事業年度の損益計算書において、「一般管理費」の「諸経費」に表示していた172百万円は、「業務
委託費」111百万円、「諸経費」60百万円として組み替えております。
 
追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)
※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。
金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５

 

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項
は、次のとおりであります。
金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５
 

※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　建　物　　　　　　　 47百万円
　　　　　　　　　　工具、器具及び備品　144百万円
　

※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　建　物　　　　　　　 64百万円
　　　　　　　　　　工具、器具及び備品　147百万円
　

※３．関係会社に対する資産及び負債
その他未払金 93百万円
　

※３．関係会社に対する資産及び負債
未収入金 10百万円

　 　

 

（損益計算書関係）

 
前事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費 393百万円
　

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費 311百万円
支払利息 0百万円
　

――――――――― ※２．当事業年度において、以下のとおり減損損失を計
上しております。

用途 種類 場所

本社資産
建物
工具、器具及び
備品

東京都品川区

資産のグルーピングについては、主に内部管理上の区分
に基づいております。
上記資産については、当社の本社移転に伴い、有形固定
資産のうち移転後に使用見込みのない資産について、当
事業年度末未償却残高の全額（64百万円）を保守的に、
減損損失として経営構造改革関連損失に含めて特別損
失に計上しております。
 

※２．固定資産除却損の内訳
　　　　　　　　　建物　　　　　　　　５百万円
　　　　　　　　　工具、器具及び備品　０百万円

―――――――――

※３．投資有価証券売却益145百万円及び投資有価証券
売却損244百万円は、親会社との取引により生じた
ものであります。

―――――――――
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

臨時株主総会 普通株式 2,500 50,000平成22年12月16日平成22年12月17日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はありません。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　　該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシードマネー等

に限定し、資金調達については原則として親会社による株式引受によっております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理あるいは運

用するファンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていないポートフォリオ運用で

あることから、極めて限定的であると判断しております。

また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営業

債権債務のネットポジションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、先物為替予約等を利用し

てヘッジする予定にしております。

有価証券及び投資有価証券は、主にシードマネーとしてのファンド等時価のある有価証券であり、市場価格

の変動リスクに晒されておりますが、「自己資金運用規程」に基づき、毎月時価を把握し、取締役会に報告し

ております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成23年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 2,121 2,121 －

(２) 預託金 500 500 －

(３) 未収委託者報酬 246 246 －

(４) 未収投資顧問料 320 320 －

(５) 未収収益 67 67 －

資産計 3,255 3,255 －

(１) 預り金 53 53 －

(２) 未払手数料 64 64 －

(３) その他未払金 251 251 －

負債計 369 369 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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負  債

(１) 預り金、(２)未払手数料及び（３）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金・預金 2,121 － － －

預託金 500 － － －

未収委託者報酬 246 － － －

未収投資顧問料 320 － － －

未収収益 67 － － －

合計 3,255 － － －

 

当事業年度（平成24年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 1,720 1,720 －

(２) 預託金 502 502 －

(３) 未収委託者報酬 178 178 －

(４) 未収投資顧問料 323 323 －

(５) 未収収益 35 35 －

資産計 2,761 2,761 －

(１) 未払手数料 45 45 －

(２) その他未払金 115 115 －

負債計 161 161 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

 

負  債

(１) 未払手数料、（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金・預金 1,720 － － －

預託金 502 － － －
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未収委託者報酬 178 － － －

未収投資顧問料 323 － － －

未収収益 35 － － －

合計 2,761 － － －

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．前事業年度中に売却したその他有価証券

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

その他 1,619 152 244

 

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

 

前事業年度

(平成23年３月31日)

当事業年度

(平成24年３月31日)
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１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

繰延税金資産  

　繰越欠損金 144

　未払賞与否認 32

　未確定債務否認 8

　金融商品取引責任準備金 0

　その他の税務調整項目 1

繰延税金資産小計 186

　評価性引当額 △186

繰延税金資産の純額 －

  

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

繰延税金資産  

　繰越欠損金 268

　未確定債務否認 44

　金融商品取引責任準備金 0

　その他の税務調整項目 2

繰延税金資産小計 315

　評価性引当額 △315

繰延税金資産の純額 －

  

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　税引前当期純損失が計上されているため、記載してお

りません。　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　　税引前当期純損失が計上されているため、記載してお

りません。

―――――――― ３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を

図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律114号）及び「東日本大震災からの

復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117

号）が平成23年12月２日に交付され、平成24年４月

１日以後に開始する事業年度から法人税率の引き

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることと

なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実行税率は従来の

40.69％から平成24年４月１日に開始する事業年度

から平成26年４月１日に開始する事業年度に解消

が見込まれる一時差異については38.01％に、平成

27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見

込まれる一時差異については、35.64％となります。

なお、この税率変更による影響はありません。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成23年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度末（平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）
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該当事項はありません。

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１  サービスごとの情報

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 バミューダ その他 合計

1,633 451 425 2,510

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

 

３  主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・ファンド・シンフォニア（注） 437投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 375投信投資顧問業

（注）営業収益の10％を超える当ファンドの最終受益者は存在しておりません。

 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１  サービスごとの情報

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）
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日本 欧州 バミューダ その他 合計

1,363 465 337 25 2,191

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

３  主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・ファンド・シンフォニア（注）１． 368投信投資顧問業

A社（注）２． 352投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 337投信投資顧問業

（注）１．営業収益の10％を超える当ファンドの最終受益者は存在しておりません。

　　　２．A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

 

［関連当事者情報］

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)
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親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
品川区

12,435
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グループ

管理会社

役員の兼

務あり

業務委託

（注１）
393未払金 92

投資有価

証券の売

却

（注１）

1,597 － －

固定資産

の 購 入

（注２）

84 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）固定資産の購入金額は、スパークス・グループ株式会社の帳簿価額を基礎に決定しております。

（注３）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又
は出資金
(千米

 ドル)

事業の内
容

議決権等

の所有

(被所有)割
合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

同一
の親
会社
をも
つ会
社

SPARX 

OverseasLtd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562
資産運用
業

なし

海 外 籍
ファンド
の運用・
管理業

運用報酬
等の受取

（注１）
375

未収投資
顧問料

89

販売会社
手数料の
受取

（注１）
72未収収益 24

Fairchild Advisors
Limited

ケイマ
ン諸島

0
資産運用
業

なし 販売会社
手数料の
受取（注
１）

50未収収益 42

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

親会社情報

　スパークス・グループ株式会社（株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）

 

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
品川区

12,451
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グループ

管理会社

役員の兼

務あり

業務委託

（注１）
311

未収入金

（注２）
10

資金の

借入
1,500 － －

資金借入

の返済
1,500 － －

利息の

支払

（注１）

0 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
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（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）業務委託料について概算額で精算を行っており、事業年度末において支払金額が過大となったため、未収入

金が発生しております。

（注３）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(千米

 ドル)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

同一の
親会社
をもつ
会社

SPARX 

Overseas

Ltd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等
の受取

（注１）
264

未収投資

顧問料
125

販売会社
手数料の受
取（注１）

68未収収益 14

Fairchild
Advisors 

Limited

ケイマ
ン諸島

0資産運用業 なし 販売会社
手数料の受
取（注１）

6 － －

SPARX Asia 

Capital 

Management

Limited

ケイマ
ン諸島

5,535資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等
の受取

（注１）
0
未収投資

顧問料
0

販売会社
手数料の受
取（注１）

8未収収益 3

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高及び取引金額に消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

　親会社情報

　　スパークス・グループ株式会社（株式会社大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

　

１株当たり純資産額 60,735円28銭

１株当たり当期純損失金額（△） △4,248円09銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

　

１株当たり純資産額 52,261円33銭

１株当たり当期純損失金額（△） △8,473円94銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

　 　

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成23年３月31日)
当事業年度末

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 3,036 2,613

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末純資産額（百万円） 3,036 2,613

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

50,000 50,000

 

（注）２．１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)
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当期純損失（△）（百万円） △212 △423

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △212 △423

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000 50,000

 

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　　　該当事項はありません。

    次へ
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１．中間財務諸表

(1)　中間貸借対照表

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間

(平成24年９月30日)

（資産の部）   

　流動資産   

　　現金・預金  2,689

　　預託金  500

　　未収委託者報酬  138

　　未収投資顧問料  238

　　前払費用  29

　　未収入金  3

　　未収収益  24

　　その他 ※３ 6

　　流動資産合計  3,630

　固定資産   

　　有形固定資産 ※２ 103

　　無形固定資産  7

　　投資その他の資産   

　　　差入保証金  27

　　　投資その他の資産合計  27

　　固定資産合計  138

　資産合計  3,769

（負債の部）   

　流動負債   

　　未払手数料  35

　　その他未払金  124

　　未払法人税等  6

　　前受金  100

　　預り金  790

　　流動負債合計  1,056

　固定負債   

　　繰延税金負債  12

　　その他  37

　　固定負債合計  49

　特別法上の準備金   

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0

　負債合計  1,106

（純資産の部）   

　株主資本   

　　資本金  2,500

　　資本剰余金   

　　　資本準備金  104

　　　その他資本剰余金  499

　　　資本剰余金合計  603

　　利益剰余金   

　　　利益準備金  145

　　　その他利益剰余金   

　　　　繰越利益剰余金  △586

　　　利益剰余金合計  △441

　　株主資本合計  2,662

　純資産合計  2,662
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　負債純資産合計  3,769
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(2)　中間損益計算書

 (単位：百万円)

 

当中間会計期間

(自　平成24年４月１日

　至　平成24年９月30日)

営業収益   

　委託者報酬  319

　投資顧問料収入  470

　受入手数料  188

　その他営業収益  2

　営業収益計  980

営業費用及び一般管理費 ※１ 906

営業利益  74

営業外収益 ※２ 1

営業外費用 ※３ 13

経常利益  63

税引前中間純利益  63

法人税、住民税及び事業税  1

法人税等調整額  12

中間純利益  49
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(3)　中間株主資本等変動計算書

 （単位：百万円）

 

当中間会計期間

(自　平成24年４月１日

　至　平成24年９月30日)

株主資本   

　資本金   

　　当期首残高  2,500

　　当中間期末残高  2,500

　資本剰余金   

　　資本準備金   

　　　当期首残高  104

　　　当中間期末残高  104

　　その他資本剰余金   

　　　当期首残高  499

　　　当中間期末残高  499

　　資本剰余金合計   

　　　当期首残高  603

　　　当中間期末残高  603

　利益剰余金   

　　利益準備金   

　　　当期首残高  145

　　　当中間期末残高  145

　　その他利益剰余金   

　　　繰越利益剰余金   

　　　　当期首残高  △636

　　　　当中間期中の変動額   

　　　　　中間純利益  49

　　　　　当中間期中の変動額合計  49

　　　　当中間期末残高  △586

　　利益剰余金合計   

　　　当期首残高  △490

　　　当中間期中の変動額   

　　　　中間純利益  49

　　　　当中間期中の変動額合計  49

　　　当中間期末残高  △441

　株主資本合計   

　　当期首残高  2,613

　　当中間期中の変動額   

　　　中間純利益  49

　　　当中間期中の変動額合計  49

　　当中間期末残高  2,662

純資産合計   

　当期首残高  2,613

　当中間期中の変動額   

　　中間純利益  49

　　当中間期中の変動額合計  49

　当中間期末残高  2,662
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［重要な会計方針］

１．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法によっております。

主な耐用年数は、以下の通りであります。

建　　物　　　　　８年～18年

器具備品　　　　　５年～20年

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

２．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

３．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度

　　 連結納税制度を適用しております。

 

［会計方針の変更等］

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、これによる当中間会計期間への影響は軽微であります。
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［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

 

当中間会計期間

(平成24年９月30日)

※１　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条の

５

※２　有形固定資産の減価償却累計額       7百万円

※３　消費税等の取り扱い

　仮払消費税と仮受消費税等は、相殺のうえ、流動資

産その他に表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

 

当中間会計期間

(自　平成24年４月１日

　至　平成24年９月30日)

※１　減価償却実施額

　　　有形固定資産　　　　　 7百万円

　　　無形固定資産　　　　　 3百万円

※２　営業外収益のうち主要なもの

　　　雑収入　　　　　　　　 1百万円

※３　営業外費用のうち主要なもの

　　　為替差損　　　　　　　 8百万円

　　　雑損失　　　　　　　　 4百万円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当事業年度
期首株式数
（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間
末株式数
（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(１)　配当金支払額

該当事項はありません。

 

(２)　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　当中間会計期間（平成24年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項
平成24年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

 
中間貸借対照表
計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金・預金 2,689 2,689 －

（２）預託金 500 500 －

（３）未収委託者報酬 138 138 －

（４）未収投資顧問料 238 238 －

（５）未収収益 24 24 －

資産計 3,591 3,591 －

（１）預り金 790 790 －

（２）未払手数料 35 35 －

（３）その他未払金 124 124 －

負債計 950 950 －

 

（注）１.　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。
 

負　債
（１）預り金、（２）未払手数料及び（３）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

 

（有価証券関係）

当中間会計期間（平成24年９月30日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間（平成24年９月30日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

　当中間会計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

　１．サービスごとの情報

　　　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、中間損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　 (1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ その他 合計

638 235 101 5 980

（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として国又は地域に分類しております。

　 (2) 有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

A社（注） 181 投信投資顧問業

B社（注） 100 投信投資顧問業

SPARX Overseas Ltd. 128 投信投資顧問業

（注）A社及びB社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

（企業結合等関係）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

 

１株当たり純資産額 53,243円76銭  

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（百万円） 2,662  

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） －  

普通株式に係る中間期末純資産額（百万円） 2,662  

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数（株）

50,000  

 

１株あたり中間純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

 

１株当たり中間純利益金額 982円43銭  

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 49  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  

普通株式に係る中間純利益（百万円） 49  

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000  

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

当中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成２５年２月１５日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取締役会　御中  

  

 新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　英公一

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　伊藤雅人

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファン
ドの経理状況」に掲げられているスパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２４年６月
２６日から平成２４年１２月２５日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、
中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して
中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査
の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中
間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうか
の合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施するこ
とを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と
比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスク評価に基づいて、分析的手続等を中心
とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する
内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、スパークス・日本株・ロング・ショート・プラスの平成２４年１２月２５日現
在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２４年６月２６日から平成２４年
１２月２５日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間
には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保
管しております。

 
 
    委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の監査報告書

平成２４年６月１５日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 英　　　公　一

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　俊　寛

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の
平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査
を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２４年３月３１日現在の
財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管
しております。
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    委託会社の監査報告書(中間)へ
 

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

54/56



独立監査人の中間監査報告書
平成２４年１１月３０日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 英　　　公　一

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　俊　寛

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊　藤　雅　人

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委
託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２
４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成２４年４月
１日から平成２４年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益
計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行っ
た。

中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には
全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表
示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき
中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査
と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判
断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的
手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の
目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有
用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表の作成基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２４年９月３０
日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２４年４月１日から平成２４
年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上
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（注）上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原
本は当社が別途保管しております。

 
    委託会社の監査報告書（当期）へ
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